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博士論文（平成 29年度）概要 
政策・メディア研究科 奥田 祥子 
社会的うつ―うつ病休業者のうつ診断において 
 社会的要因が影響を与えている可能性の検証 
第 1部 本研究の概要（第 1章 本研究の目的・意義、先行研究との差異等） 
うつ病は、わが国においてこの 10～20 年の間に、一部が罹患する特殊な精神疾患から、
誰もがかかり得る心の病として変容を遂げている。一方、医療機関を受診して「うつ病」と
診断され、会社を休業する人たち、すなわちうつ病休業者が急増し、休業補償増、労災認定
増など企業や社会的な経済損失をも招くなどとして問題となっている。こうした背景には、
当事者の心理や主治医の対応、企業内制度、薬剤の使用圧力、メディア報道の影響など、病
そのものの拡大という医学的要因以外の社会的なダイナミクスが働いているようにみえる。 
本研究の目的は、うつ病の診断を受けて会社を休業する人たちの増加の背景には、「うつ
病」の診断に医学的要因以外の社会的要因が影響を与えている可能性があること、つまり
「社会的うつ」の存在の可能性があることを検証することである。リサーチ・クエスチョン
として、（1）うつ病休業者のうつ病診断に社会的要因の影響はあるのか（2）社会的要因は
どのような背景、因子から生まれるのか（3）社会的要因によるうつ病休業者を増やさない
ために、個々人と企業など組織、広く社会全体はどのようにすればよいのか、を設定した。
うつ病休業者の増加の背景に社会的要因が存在することを前提に、肯定的なエビデンス探
しを行うのではなく、半構造化インタビュー調査やケース開発による医師の再診断、国際比
較、メディア分析など多面的な方法により、価値中立的な立場に立って検証した。 
うつ病をテーマとした国内外の先行研究には、新たな診断基準の導入によってうつ病の
診断範囲が拡大したという見解や、製薬会社の販売戦略としての疾病啓発活動が抗うつ薬
の販売・処方増とうつ病患者の増加につながっているという分析、企業がメンタル不調者へ
の対策を充実させる一方でうつ病休業者が増加しているという課題の指摘など、精神医学・
病理学、産業精神医学、精神薬理学などの分野にまたがって存在する。だが、いずれも医学
的要因以外の社会的なダイナミクスを明らかにしたものではない。今日のうつ病問題の本
質を解き明かすには、精神医学・病理学的アプローチや産業保健、企業の健康経営など課題
分析的視座のみからの考察、検証には限界がある。うつ病休業者の増加の背景にある、病そ
のものの拡大という医学的要因以外の社会的要因の可能性を多面的な手法により検証し、
うつ病を巡る深刻な社会問題の根底にある構造・力学の解明を目指す必要がある。しかし、
このような視点に基づく先行研究は見当たらず、その意味で本研究には新規性がある。 
第 2部 国内外のうつ病を巡る状況（第 2章 日本におけるうつ病を巡る状況、第 3章 う
つ病を巡る国際比較、第 4章 メディア報道の影響力） 
厚生労働省が 3年ごとに実施している「患者調査」によると、うつ病を中心とする「気分
障害」の「総患者数」は、2014 年が 111 万 6000 人で、前回の 2011 年調査（95 万 8000
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人）から 2 割近く増加し、1996 年調査（43 万 3000 人）と比べると、この約 20 年間の間
に 2・6 倍に著しく増加している。 
また、うつ病を中心とする精神障害による労災補償の請求件数、認定件数は、増加の一途
をたどっている。厚生労働省の調査「精神障害の労災補償状況」では、2014 年度は請求件
数は 1456 件で、このうち認定件数は 497 件と過去最多を更新した。推移をみると、1998
年にはわずか請求件数 42 件、認定件数 4 件だったものが、2000 年に請求件数 212 件、認
定件数 36 件に一気に跳ね上がり、その後も増加の勢いはとどまらない。 
この背景には、職場でうつ病を訴え、休業・欠勤する労働者の増加がある。労務行政研究
所が 2010 年に実施した調査（上場企業を中心に 3917 社を対象）によると、うつ病を中心とするメ
ンタルヘルス不調で 1 か月以上欠勤・休職している社員が「いる」と答えた企業は、全回答企業の
63・5％を占め、このうち従業員 1000 人以上の大規模企業だけに絞ると、「いる」と答えた企業は
97・5％にも上ることがわかった。日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所の 2012年の調査（上場
企業 2140 社を対象）では、調査時点からさかのぼって 3 年の間に、うつ病を中心とした心
の病にかかる従業員が増加傾向にあると回答した企業は 37・6%に上った。各企業では年を
追うごとに、相談窓口の設置や精神科領域を専門とする産業医の配置などによる早期発見
や、うつ病に伴う休業制度の充実、復職支援策など、メンタルヘルス対策に力を入れている
が、半数近く（47・2％）の企業では十分な効果が得られていないと感じていることも明ら
かになっている。 
日本では 1999 年に新規抗うつ薬の選択的セロトニン再取り込み阻害薬（SSRI）が発売
されるまで、抗うつ薬の市場規模は 170 億円前後で推移していたが、SSRI 発売直後から急
速に成長し、2013 年には 1176 億円と、市場に登場してから 10 数年で約 7 倍にも増えてい
る。医療用医薬品である抗うつ薬の販売量の増加は、すなわち処方量の増加であり、医療機
関を受診して「うつ病」と診断され、抗うつ薬による投薬治療を受けているうつ病患者の増
加と比例していると考えられる。この SSRI が市場に導入された年が 1999 年であり、この
年は日本におけるうつ病を巡る様々な状況をみるにあたり、注目すべき年である。つまり、
「うつ病患者（受診者）数の増加」「うつ病による欠勤・休職社員の増加」「うつ病を中心と
する精神障害による労災請求・認定件数の増加」――のいずれもが、この年を境に一気に増
加し始めたのである。 
新規抗うつ薬の発売を境に、うつ病患者が急増するという現象は、日本よりも 10 年前後
早く SSRI が発売された欧米諸国でも同様に起こっていた。米国やカナダ、英国、フランス、
オーストラリアなど 1980 年代後半から 1990 年代初めに SSRI が市場に登場した国々であ
る。各国の状況を平均すると、SSRI が導入されてからおよそ 5～６年でうつ病患者数が２
倍に増えている。これは日本でも同様である。 
一方で、日本と欧米で大きく異なるのが、軽症のうつ病患者への抗うつ薬の使用制限の有
無である。英国や米国が抗うつ薬の効果と、副作用を秤にかけて慎重に検討したうえで、う
つ病治療のガイドラインにおいて、軽症のうつ病については抗うつ薬の使用を制限してい
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るのに対し、日本ではうつ病の重症度（程度）に関係なく、第一選択療法として薬物治療を
重視する傾向があるということである。 
新規抗うつ薬の発売を契機に抗うつ薬市場が急速に拡大し、これに比例するように、医療機関
を受診して「うつ病」と診断され、投薬などの治療を受けている人たちが増加している背景のひとつ
には、製薬会社による販売戦略としての「疾病啓発キャンペーン」がある。テレビ CM やイ
ンターネットのウェブサイトなどを介して展開される過剰なまでの疾病啓発キャンペーン
は、受け手に、自らがうつ病ではないかという認識・認知をもたらし、その結果、受診行動
を誘発している可能性が考えられるのである。 
また、米国精神医学会が策定した診断マニュアルの DSM に操作的診断基準が採用され始
めて以降、日本でも 1990 年代からそれまでの伝統的な病因論に基づく診断に代わり、症状
を重視した操作的診断が浸透するにつれ、うつ病の診断範囲が拡大したという指摘もある。 
 さらに、うつ病に関するメディア報道が情報の受け手に与える影響の可能性を探索するため、
新聞と一般総合雑誌の報道について、内容分析と報道件数の推移、報道件数については新聞は
掲載面ジャンル別、一般雑誌は雑誌ジャンル別の分類も行い、経年の報道の特徴・傾向を調べた。
新聞、雑誌はいずれも、1990 年代末を境に報道件数が急増し、報道内容がかつての自殺者や殺
人加害者らが患っていた病としての逸脱的なものから、一般的な医療情報として、さらには「リストラ
うつ」「主婦うつ」など当事者の属性や環境面と絡めた造語の病名や、「うつ病は心の風邪」といっ
た言葉・概念と共に、「大衆的」病として受け手に認知させるような報道が目立つようになる。2000
年代からはこれらに加え、「自己診断チェックリスト」や、「偽うつ」「擬態うつ病」など詐病を推測させ
る造語の病名を扱う記事も現れる。報道件数は新聞は 2011年をピークに減少、雑誌は 2007年を
ピークに減少して一旦 2012 年に増加した後に再び減少に転じ、「職場うつ」などのタイトルをつけ
て取り上げ、うつ病休業者の増加が生産性低下や企業の経済的損失を招く深刻な問題としての報
道が目立っている。報道分析から、メディアはうつ病を不特定多数の人々に、誰もがかかり得る「大
衆的」な病であると広く認識させ、受診行動に至らせている可能性があることが示唆された。 
第 3 部 独自調査 うつ病休業者の社会的要因（第 5 章 うつ病休業者の社会的要因の探
索、第 6 章 うつ病休業者の社会的要因の検証、第 7 章 「社会的うつ」を増やさないた
めに、第 8章 結論） 
 なぜ、企業がメンタルヘルス対策の充実を図っているにもかかわらず、うつ病による休業
者等が増えているのかは、既存の調査や学術研究では明らかにされていない。この点を探る
には、うつ病を訴えて休業する当事者の心理・認知や、当事者を通して見えてくる主治医の
対応を深く探ることが不可欠で、うつ病休業者の社会的要因を探索するため、対面式による
半構造化インタビュー調査を実施した。インタビュー調査の対象者は、30 歳代～50 歳代の
民間企業に勤める会社員男女の計 50 人で、「うつ病」の診断書を会社に提出し、1 週間以上
（平均 1 か月、2～6 週間）会社の制度を利用して休業した経験のある者とした。共通の主
な基本質問項目として、うつ病による休業までの経緯・自覚症状、自覚症状発症の要因の自
己分析、休職中の過ごし方、復職までの経緯、復職後の状況、所属企業の制度充実度と制度
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利用の動機の関連、症状の自覚、制度利用までのうつ病に関する知識――等の回答を求めつ
つ、自由回答形式で柔軟に質問、対話を進めた。１人あたりの時間は 3～5 時間だった。 
グラウンデッド・セオリー・アプローチ（GTA）により、「語り」のデータを収集・分析
した結果、患者の希望やそれを考慮した主治医の対応など、社会的要因の可能性があること
がわかった。コーディング、カテゴリー・概念の生成を経て導き出した主要な 7 つのストー
リーライン・理論の概要は、（1）患者は、ストレスや悩みの強い職場環境から逃れるために、
会社を一定期間休みたいと考え、休業するためにうつ病診断を希望していた（2）患者が休
業するためにうつ病診断を希望する度合いは、患者が所属している会社でメンタル不調者
への休業制度が整っている場合はより強かった（3）うつ病診断を希望する患者には、メデ
ィア情報等を通じて「うつ病は誰でもかかることのある風邪のようなもの」といううつ病へ
の認識があった（4）主治医は、うつ病診断により休業したいという患者の希望を、症状よ
りも重視し、うつ病診断を出していた（5）主治医の中には、薬（抗うつ薬）には効果があ
るとして、薬が先にありきのうつ病診断を出していた可能性があった（6）産業医は、患者
に早期の職場復帰と治療終了を求めていた（7）産業医の中には、主治医の診断や治療方針・
経過を重視し過ぎている可能性があった――である。 
さらに、医師はどういう社会的要因がそろった時に「うつ病」と診断するのか、より客観
的、科学的なうつ病休業者のうつ病診断の背景にある社会的要因を検証するため、ケース開
発による医師の再診断を実施した。再診断にあたった医師は、インタビュー調査対象者とは
面識のない 30歳代前半から 60歳代前半の男女計 6人で、➀開業医➁総合病院（大規模）勤
務医：精神科医長➂総合クリニック（小規模）勤務医④大学病院勤務医⑤産業医（企業内健
康管理センター長、兼同じ企業グループの総合病院心療内科医長）⑥開業医で企業の非常勤
産業医――であり、精神保健指定医、日本精神神経学会認定の精神科専門医、日本医師会の
認定産業医等、それぞれの専門医資格の有無や種類、医師経験年数等、医師の経歴やバック
グラウンドの異なる 6 人に依頼した。 
再診断の方法は、インタビュー調査結果から類型化した、代表的な計 10 ケース（Z：診
断基準に明らかに該当し、医学的に診断される可能性の高い 1 ケース、R：医学的以外の要
素が診断に影響している可能性のある 4 ケース、V：R に、インタビュー対象者の「語り」
から推測される主治医・産業医の心理面を加えて一部操作した 5 ケース）を用意した。各ケ
ースについて、インタビュー調査での「語り」を基に、詳細データをまとめた書面（ケース
の特徴は伏せて）を再診断医師に渡し、それぞれ 1 人ずつ面談形式で、第 1 次質問として、
「うつ病」と診断「する」か「しない」かを尋ね、第 2次質問として、「うつ病」と診断「す
る」「しない」と回答した医師の「自信の度合い」についての確率の回答を求めた。 
この結果、再診断にあたった 6 人の医師は、純粋に医学的に診断される可能性の高いケ
ース Z を除く 9 ケースについて、「診断しない」率は 83・3％と高い割合であった。再診断
医師が「診断しない」としたケースに関し、なぜ主治医が「うつ病」と診断したと考えられ
るか、その理由については、主治医が症状よりもうつ病診断による休業を希望する患者の意
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向を尊重している可能性、患者の企業内制度が整っており、うつ病診断を出せば休みやすい
という職場環境を考慮している可能性、うつ病診断により抗うつ薬による投薬治療を行い
たいという意図がある可能性――等が導き出され、純粋に医学的な判断要素以外の社会的
要因が、主治医の「うつ病」診断に影響を与えている可能性があることを裏付けた。すなわ
ち、再診断医師たちが「診断しない」とした 8 割強は、社会的要因の影響を受けたうつ病診
断によるうつ病休業者であるという結果となった。主治医の「うつ病」診断に影響を及ぼす
社会的要因の主なものを分類すると、＜患者の要望・訴え＞（患者がうつ病診断により、休
職したい、自身がストレスや悩みを抱える職場から逃れたい、等）、＜企業内制度＞（うつ
病診断によって休職しやすい企業の制度が整っている、等）、＜主治医の心理・意図＞（患
者の希望を診断に反映させたい、抗うつ薬による投薬治療を行いたい、等）――であった。 
社会的要因によるうつ病休業者、すなわち「社会的うつ」を増やさないために、まず医療的には、
主治医が、診断基準に基づく適正なうつ病診断を行うことである。患者のためを考慮するのであれ
ば、安易に休職をさせない、あるいは早期に職場復帰させるべきであろう。また、産業医側も、患者
の今後のキャリア形成に加え、プレゼンティズム（出勤しているが、著しく生産性が低い状態）問題
を考慮し、早期の職場復帰だけでなく、仕事のストレスなどに起因する従業員の心身の不調やうつ
病の前駆的な症状に関しても十分に対策を図り、ストレス予防策や休業者の復職支援を本人と会
社側に適切に助言、指導するなど、従業員のメンタルヘルスにより深く関与していく必要がある。 
一方、企業には、産業医や主治医とも連携を図りながら、メンタル面の不調を訴える従業
員に対し、ただ制度を利用して休職させて治療に専念させるという選択肢だけでなく、治療
による症状の回復とキャリアの継続・発展を両立させていくことのできる、メンタルヘルス
対策のあり方について再考すべきであろう。さらに、長時間労働の是正や職場のコミュニケ
ーションを円滑にすることなど労働・職場環境の改善が不可欠である。また、当事者本人は
不本意な処遇や職務内容であっても、少しでも、所属する企業や顧客、社会の役に立っていると
いう、やりがいや達成感を抱けるような働き方をできるよう自分なりに努力し、前向きで真摯な姿勢
でキャリアを積み重ねていくことが求められている。社会全体の対策としては、国や自治体は医療
機関や企業への指導・助言、市民への適切な情報提供を行うとともに、社会から看過され、当事
者の受診行動が妨げられている可能性のある、真性のうつ病患者、特に重篤なうつ病患者に対
しては、地域の精神保健センター、保健所などとも連携を密にし、受診を促す対策が不可欠である。 
ただし、社会学的視座から医療、医学に関わる分野を研究対象とすることには限界もある。
うつ病休業者のうつ病診断において社会的要因が影響を与えているケースは、一定割合存
在することが検証できたが、社会的要因によるうつ病休業者の割合など定量的な調査・分析
には課題も残った。今後は、これらの課題の解決に向け、調査・分析手法を磨くとともに、研究対
象について、うつ病だけでなく、統合失調症や不安障害、パーソナリティ障害など精神疾患・障害
の疾病間比較へと広げ、うつ病との差異や共通項を明らかにするとともに、国際比較に関しても、
精神医療・薬理から疫学、精神保健などへと比較対象分野を拡大しながら対象国も増やし、世界
における日本の特徴などを浮き彫りにした、より客観的・科学的な検証を進めていきたい。 
